
平成２３年１２月２１日

関東地方整備局 企画部 技術管理課

総合評価落札方式（実施方針確認型）の試行について



平成２３年度上半期の低入札の発生状況（土木コン、測量、地質）

総合評価落札方式 価格競争入札方式

総合評価落札方式においては、履行確実性評価の導入により、1,000万円を超える業務においては低入札が激減した。
履行確実性評価の対象外の1,000万円以下の業務では依然低入札が発生している。
価格競争方式においては、依然高い発生率で低入札が頻発している。

総合評価落札方式においては、履行確実性評価の導入により、1,000万円を超える業務においては低入札が激減した。
履行確実性評価の対象外の1,000万円以下の業務では依然低入札が発生している。
価格競争方式においては、依然高い発生率で低入札が頻発している。

予定価格

10,000千円

履行確実性評価対象

履行確実性評価対象外 履行確実性評価対象外

履行確実性評価対象外

発注件数：489件
低入件数： 2件
低入発生率：0.4％

発注件数： 39件
低入件数： 7件
低入発生率：18％

発注件数：130件
低入件数： 82件
低入発生率：63％

発注件数： 68件
低入件数： 36件
低入発生率：53％

※データはＨ２３上半期の３業種（土木コン、測量、地質）

1,000千円

１

平成２３年度上半期の低入札の発生状況（補償コン）

総合評価落札方式 価格競争入札方式

総合評価落札方式においては、履行確実性評価の導入により、1,000万円を超える業務においては低入札が激減した。
履行確実性評価の対象外の1,000万円以下の業務では依然低入札が発生している。
価格競争方式においては、依然高い発生率で低入札が頻発している。

総合評価落札方式においては、履行確実性評価の導入により、1,000万円を超える業務においては低入札が激減した。
履行確実性評価の対象外の1,000万円以下の業務では依然低入札が発生している。
価格競争方式においては、依然高い発生率で低入札が頻発している。

予定価格

10,000千円

履行確実性評価対象

履行確実性評価対象外 履行確実性評価対象外

履行確実性評価対象外

発注件数：85件
低入件数： 0件
低入発生率：0％

発注件数： 6件
低入件数： 1件
低入発生率：17％

発注件数：4件
低入件数：4件
低入発生率：100％

発注件数：8件
低入件数：4件
低入発生率：50％

※データはＨ２３上半期発注の補償コンサルタント業務

1,000千円

２



＜土木＞ ＜測量＞ ＜地質＞
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落札率別 平均評定点以上の業務比率

（価格競争＋総合評価＋プロポ）

土木 平均75.6点
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落札率別 平均評定点以上の業務比率

（価格競争＋総合評価＋プロポ）

測量 平均74.0点
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落札率別 平均評定点以上の業務比率

（価格競争＋総合評価＋プロポ）

地質 平均74.8点
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総合評価（土木） ： 落札率毎の評定点比率
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価格競争（土木） ： 落札率毎の評定点比率

70点未満 70～75点 75～80点 80～85点

業種別 評定点の比率（平成２２年度業務）
当該業務の平均点以上の業務数比率

落札率別の平均点

平成２２年度 落札率別の成績評定点比率

３

平成２２年度価格競争入札における業務成績評点の比較
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平均 標準偏差

価格競争（低入以外） 73.15038 2.186755

価格競争（低入） 72.41475 1.934019

４



平成２２年度業務成績の項目別評価点
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低入業務と低入以外業務の点差

測量、地質

調査計画

※平成22年度に契約した業務のうち平成22年度に完成した業務のうち総合評価落札方式及び価格競争方式で実施した業務の平均値

５

低入札業務の品質確保対策について（案）

低入札業務は低入札以外の業務に比べ業務成績評点の平均点が低い。

評価項目別でみると、業務執行技術力、工程管理能力、品質管理能力、成果品の品質
で低入札業務と低入札以外の業務で差がついている。

入札参加条件として、一定の資格・実績・成績等を付すことにより品質を確保できる価
格競争入札方式の業務においても、低入札による品質の低下が懸念される。

価格競争入札方式においても、入札契約段階で業務執行技術力、工程管理能力、品
質管理能力等について確認を行う必要がある。

このことから、従前価格競争入札方式で行っていた業務についても、入札契約段階に
おいて実施方針等を確認する総合評価落札方式（実施方針確認型）を試行するものとす
る。

低入札業務と低入札以外の業務の比較

まとめ

６



入札契約方式の選定の考え方（土木コン、測量、地質）

２．事前に仕様を確
定可能であるが、入
札者の提示する技術
等によって、調達価
格の差異に比して、
事業の成果に相当程
度の差異が生ずるこ
とが期待できる業務

１．当該業務の内容が技術的に高度なもの又は専
門的な技術が要求される業務であって、提出された
技術提案に基づいて、仕様を作成するほうが最も優
れた成果を期待できる業務

②総合評価落札方式
（標準型）

現行発注方式選定フロー

① 当該業務の実施
方針と併せて、評価
テーマに関する技術
提案を求めることに
よって、品質向上を
期待できる業務

当
該
業
務
（
土
木
コ
ン
サ
ル
・測
量
・地
質
調
査
）

② 当該業務の実施
方針のみで、品質向
上を期待できる業務

３．入札参加条件として、一定の資格・実績・成
績等を付すことにより品質を確保できる業務

価格点：技術点の割合

１：２ ～ １：３

③総合評価落札方式
（簡易型）

価格点：技術点の割合

１：１

①プロポーザル方式

④価格競争方式

・（選定段階で）資格、実績、
成績を確認

実施方針＋評価テーマを評価

（総合評価型）
実施方針＋特定テーマ

・実施方針を評価

④価格競争方式

・（選定段階で）資格、実績、
成績を確認

〈試行〉
●総合評価落札方式
（実施方針確認型）
価格点：技術点の割合

１：１
・実施方針を確認

実施体制等を確認する必
要がある業務
（比較的業務規模の大き
い測量、地質、調査等）

実施体制等を確認する必
要がない業務
（業務規模の小さい業務
及び図面作成業務等）

価格競争方式において低入札が頻発しており、入札参加条件として、一定の資格・実績・成績等を付すことにより品質確保をすることとして
いたが、品質の低下が懸念されることから、試行的に実施方針等について確認し、品質の確保につとめるものである。
価格競争方式において低入札が頻発しており、入札参加条件として、一定の資格・実績・成績等を付すことにより品質確保をすることとして
いたが、品質の低下が懸念されることから、試行的に実施方針等について確認し、品質の確保につとめるものである。

７

入札契約方式の選定の考え方（補償コン）

２．事前に仕様を確
定可能であるが、入
札者の提示する技術
等によって、調達価
格の差異に比して、
事業の成果に相当程
度の差異が生ずるこ
とが期待できる業務

１．当該業務の内容が技術的に高度なもの又は専
門的な技術が要求される業務であって、提出された
技術提案に基づいて、仕様を作成するほうが最も優
れた成果を期待できる業務

②総合評価落札方式
（標準型）

現行発注方式選定フロー

① 当該業務の実施
方針と併せて、評価
テーマに関する技術
提案を求めることに
よって、品質向上を
期待できる業務

当
該
業
務
（
補
償
コ
ン
サ
ル
）

② 当該業務の実施
方針のみで、品質向
上を期待できる業務

３．入札参加条件として、一定の資格・実績・成
績等を付すことにより品質を確保できる業務

価格点：技術点の割合

１：２ ～ １：３

①プロポーザル方式

④価格競争方式

・（選定段階で）資格、実績、
成績を確認

実施方針＋評価テーマを評価

（総合評価型）
実施方針＋特定テーマ

④価格競争方式

・（選定段階で）資格、実
績、成績を確認

〈試行〉
●総合評価落札方式
（実施方針確認型）
価格点：技術点の割合

１：１
・実施方針を確認

実施体制等を確認する
必要がない業務

（業務規模の小さい用地測量等）

価格競争方式において低入札が頻発しており、入札参加条件として、一定の資格・実績・成績等を付すことにより品質確保をすることとして
いたが、品質の低下が懸念されることから、試行的に実施方針等について確認し、品質の確保につとめるものである。
価格競争方式において低入札が頻発しており、入札参加条件として、一定の資格・実績・成績等を付すことにより品質確保をすることとして
いたが、品質の低下が懸念されることから、試行的に実施方針等について確認し、品質の確保につとめるものである。

③総合評価落札方式
（簡易型）
価格点：技術点の割合

・実施方針を評価
１：１

物件調査を伴う比較的業
務規模の大きい用地調査

Ｈ２３年度より試行

実施体制等を確認する
必要がある業務

（比較的業務規模の大きい
用地測量、用地調査
［簡易な工作物、立木のみ］）

８

比較的業務規模の大き
い用地測量



総合評価落札方式（実施方針確認型）の試行について（案）

・技術提案書については、簡易型の実施方針と同様に提出して頂く。記載内容については、有益な代替案、重要な指
摘事項の記載は求めず、業務理解度、実施手順、工程表について、標準的な記載がなされているか確認を行う。評
価テーマは求めない。

・技術点と価格点の割合は、簡易型と同様１：１とする。
・評価内容、配点ウェイトは基本的に簡易型と同様とする。

実施方針確認型の試行概要

実施方針等の評価にあたっては、標準的な記載がなされていれば評価するものとし、満点又は０点の評価とする。

評価の簡素化

同一管理技術者の重複受注を抑制するため、評価項目に、手持ち業務量を加え評価する。

同一管理技術者の重複受注の抑制

技術提案書の提出期限を参加表明書の提出期限に合わせ手続き期間の短縮を図る。

手続き期間の短縮

・平成２４年４月１日以降契約する業務から適用
・入札参加条件として、一定の資格・実績・成績等を付すことにより品質を確保できる業務のうち、実施方針等を確認す
る必要がある業務（測量、地質、調査、補償等）。

試行対象業務

全ての業務において地理的条件の評価項目を必須とする。また、現場作業がある業務においては資格要件とする。

地理的条件の評価

９

評価項目と配点ウェイト

総合評価落札方式（実施方針確認型）の評価項目及び配点ウェイト

資格要件 技術部門登録 3

業務経験 同種・類似業務の実績 6

-5

地域性 地理的条件 6

業務成績評点 30

優良業務表彰の経験 5

資格要件 技術者資格 5 5 3

業務経験 同種・類似業務の実績 10 10 6

業務成績評点 30 20 14

優良業務表彰等の経験 5 5 3

手持ち業務量 参加の適否 10 10

資格要件 技術者資格 参加の適否 2

業務経験 同種・類似業務の実績 参加の適否 4

成績・表彰 技術力 業務成績評点 参加の適否 8

業務実施体制 参加の適否

業務理解度 30 30

実施手順 10 10

工程表 10 10

100 100 100

指名時

業務実施体制の妥当性

技術点算出
（照査技術者あり)

技術点算出
（照査技術者なし)

照査技術者の評価

技術力

技術力

詳細項目 評価の着目点評価項目

資格・実績
事故及び不誠実な行為

実施方針・実施フロー・工程表

配点の合計

成績・表彰

企業の評価

資格・実績

成績・表彰
管理技術者の評価

専任制

資格・実績
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総合評価落札方式（簡易型） 総合評価落札方式（実施方針確認型）

手続き開始の公示 手続き開始の公示

参加表明書提出期限 参加表明書提出期限

技術提案書提出期限

10日以内 20日以内

指名通知 指名通知

技術提案書提出期限

入札 入札

開札 開札

履行確実性評価 履行確実性評価

低入札調査 低入札調査

落札決定 落札決定

10日 １５日

10日以上

20日以内 11日以上

手続き期間の短縮について

5日延期

10日延期

19日短縮

１１


